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日本の小学校教科書における防災・減災の取り扱いと 

大阪市における取り組みの実態 

 

尾形祐樹・河本大地 

 

Ⅰ．はじめに 

１） 研究の背景と目的 

 日本は自然災害が多い国である。それは、ユー

ラシアプレート、北米プレート、太平洋プレート、

フィリピン海プレートという 4つのプレートの境

界にある変動帯に位置していることが大きい。 

日本には 111 の活火山があり、世界の活火山の

約 7%を占めている。近年でも 2014 年 9 月 27 日

に発生した御嶽山の噴火では多くの犠牲者が出

た。しかしながら、火山の噴火は頻繁には起こら

ないため、体験学習による災害伝承が困難なこと

など、火山災害教育には様々な課題がある（田口・

小森、2020）。 

地震や津波による被害も多くみられる。1995 年

1 月 17 日に発生した兵庫県南部地震による阪神・

淡路大震災では、地震の大きな揺れによる建物の

倒壊等の被害だけではなく、大規模な火災による

被害も生じた。矢守（2010）によれば、阪神・淡

路大震災は、それまでの防災行政や地域防災実践

を根本から問い直すと同時に、防災教育のあり方

にも抜本的な変更を要請することとなった。たと

えば、「防災」という語に加え、発生を防ぐこと

ができない自然災害に対して、被害を少なくする

努力を重視した「減災」も用いられるようになっ

た（学校防災研究プロジェクトチーム、2014）。

また、「単発訓練型」のイベントとして考えられ

ていた防災教育から、命や助け合い、思いやりと

いった防災の教訓を伝え、震災体験に学び“人と

しての生き方・在り方”を考える「新たな防災」

へと変化した（諏訪、2011；桜井、2013）。阪上・

村田（2019）ではさらに、防災教育の取組に関し

て、カリキュラムや教材だけではなく、それを担

う教員の在り方や資質に関しても言及されてい

る。 

2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖

地震により生じた東日本大震災では、地震の大き

な揺れによる建物の倒壊等の被害だけではなく、

海溝型地震であったことから、北海道や東北地方、

関東地方の太平洋側を中心に大きな津波も襲っ

た。また、東京電力福島第一原子力発電所の事故

による被害も生じ、現在も避難指示が継続してお

り、自宅に帰ることができない人もいる。学校防

災研究プロジェクトチーム（2014）によれば、東

日本大震災後、防災教育に関する理念に関しては

大きく変わることがなかった一方で、自然災害に

応じた具体的な防災教育、防災管理の内容、方法

が各所に記述されることとなった。 

日本では、火山災害や地震災害のみならず、風

水害も発生する。夏から秋にかけて接近・上陸す

る台風やゲリラ豪雨の多発、それらに伴う水害や

土砂災害など、近年、気候変動による風水害のリ

スクが高まっている。松本ほか（2025）によれば、

自然災害に対する知識、備えが重要であり、学校

や地域社会での学び、教育・研修の場が求められ

ている。 

以上のように、日本では、火山災害、地震災害、

津波災害、風水害など、様々な自然災害が発生し、

甚大な被害がもたらされる。この被害を最小限に

するために、政府や自治体、警察、消防といった

公的機関や、自主防災組織、町内会、消防団など

の地域の組織はもちろん、学校も防災・減災教育

や地域防災の拠点としての役割を担っている。 

学習指導要領において災害及び防災が重視さ

れたのは、阪神・淡路大震災や東日本大震災が契

機となっている。1977 年の学習指導要領の項目

では、環境問題などにかかわり環境保護という観
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点が重視されていたが、1998 年、2008 年の学習

指導要領では「自然環境」の項目で自然災害と防

災を取り上げることが明記されるようになった。

さらに、2011 年に発生した東日本大震災の経験を

経た 2017/18 年に公示された学習指導要領では、

自然災害が軽視されているわけではないが、より

一層防災に重点がシフトしている（井田、2021）。

さらに、文部科学省は 2013 年、児童生徒の発達

段階に応じ、また、地域の実情にも応じた効果的

な防災教育を実践するための資料「学校防災のた

めの参考資料『生きる力』を育む防災教育の展開」

を作成した。防災教育で目指している「災害に適

切に対応する能力の基礎を培う」ということは、

「『生きる力』を育む」ことと密接に関連してい

る。また、防災教育として必要な知識や能力等を

児童生徒等に身に付けさせるためには、その発達

の段階に応じた系統的な指導が必要であるが、年

数回の避難訓練時の全体指導や、その前後の学級

活動等で行われることが多く、防災教育は、各教

科等のように発達の段階に応じた目標や内容が

示されておらず、各学校においては指導の体系化

が求められていた。そこで、児童生徒等の発達の

段階に合わせた防災教育の目標を設定するとと

もに、指導する内容の整理を行った。さらに河野

（2020）によれば、各都道府県の教育委員会等で

も、教育現場において防災教育を推進する動きが

進みつつある。このように、学校での防災教育は

重視されている一方で、様々な課題も存在し、そ

の解決がなされている。 

社会科は自然災害や防災・減災について取り扱

う教科として、防災・減災教育との関連性が高い。

井田（2021）によれば、小学校から高等学校まで

防災教育が充実され、実施する教科・科目として

は社会科および地歴科地理が中核となっている。

また、小野（2022）によれば、小学校社会科には、

極めて多くの地理的な学習内容が配置され、「人

と自然の関係」の理解の延長上に「自然災害」が

位置づけられ、防災・減災について学ぶ構造とな

っている。加えて、防災・減災教育とは、命を守

るための教育でもあることから、小学校における

防災・減災教育は重要である。 

以上をふまえ本研究では、日本の小学校教科書

における防災・減災の取り扱いと大阪市における

取り組みの実態を明らかにする。 

大阪市を取り上げるのは、日本有数の大都市で

あり、また筆者の一人である尾形に関わりがある

ためである。 

 

２） 研究方法 

 社会科やつながりのある生活科における、防

災・減災教育を明らかにするためには、まず生

活科や社会科の教科書での各学年における防

災・減災の取り扱われ方を整理する必要があ

る。防災・減災の取り扱われ方の整理には、教

科書の記述・図版を用いる。さらに、教科書会

社、学年ごとの防災・減災に関する記述・図版

の量的な比較も行う。教科書の発行に関する臨

時措置法によれば、「小学校、中学校、義務教

育学校、高等学校、中等教育学校及びこれらに

準ずる学校において、教育課程の構成に応じて

組織排列された教科の主たる教材として、教授

の用に供せられる児童又は生徒用図書であり、

文部科学大臣の検定を経たもの又は文部科学省

が著作の名義を有するもの」とされており、学

習指導要領で示されているねらいが達成される

ように教科書が作成されていることがわかる。 

 次に、研究対象とする大阪市立小学校での防

災・減災教育の実態を探るため、大阪市教育委

員会が作成している「子どもの安全を守るため

の防災・減災指導の手引き」から、大阪市立小

学校での防災・減災教育の取り組みについて読

み取る。また、大阪市内にある大阪市立小学校

279 校のホームページから、防災・減災に関する

内容のページや配布文章等を分析する。そし

て、その分析結果を地図上で表し、洪水、高

潮、津波のハザードマップと重ね合わせて、傾

向を明らかにする。加えて、校内に自然災害伝

承碑がある小学校 3 校のホームページや記念誌

で公開されている情報の中から、防災・減災に

関する取り組みの実態を把握し、自然災害伝承
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碑と防災・減災教育の結びつきについて明らか

にする。 

 

Ⅱ．教科書における防災・減災教育の取り扱われ方 

１） 対象とする教科・教科書 

対象とするのは、令和 5年検定の小学校生活

科と社会科の教科書である。第 1学年および第 2

学年は生活科、第 3学年から第 6学年は社会科

を対象とし、生活科の教科書については、対象

学年を上巻が第 1学年､下巻が第 2学年とした。 

 

２） 第 1学年 

第 2表を参照されたい。 

東京書籍では、通学路の安全についてのページ

や巻末の安全についてのページにおいて、避難に

ついての記述があった。 

大日本図書では、「がっこうとなかよくなろう」

や「つうがくろでみつけたよ」において、防災倉

庫や津波避難ビルの写真がみられた。また、巻末

の「じぶんのあんぜんはじぶんでまもろう」にお

いては、地震や急な大雨などの避難についての記

述があった。 

学校図書では、「はじまるよ しょうがっこう」

において、「なんのまあくかな」と題して様々な

安全に関する写真がみられた。また、巻末の「あ

んぜんのぺえじ」においては、雷や大雨、地震な

どの避難についての記述があった。 

教育出版では、「わくわく どきどき しょうが

っこう」や巻末の「あんぜんとけんこう」におい

て、地震から身を守る方法や避難についての記述

があった。 

光村図書では、「ひろがるせいかつじてん」の

「さいがいのときのやくそく」「ひなんするとき

のやくそく」において、雷、地震、津波の避難に

ついての記述があった。 

啓林館では、「すたあとぶっく」の「あんぜん

にすごそう」や巻末の「ひなんのやくそく」にお

いて、避難に関する記述があった。 

いずれの教科書においても、文章による記述よ

りも写真や絵などの図版が多くみられた。 

 

３） 第 2学年 

第 3表を参照されたい。 

東京書籍では、「みんなでつかうまちのしせつ」

において、「まちのあんぜんとくふう」として防

災・減災に関する記述があった。 

学校図書では、「まちたんけん」において、町

の工夫として避難所の看板などの写真がみられ

た。また、巻末の「あんぜんのページ」において

は、雷や大雨、地震などの避難に関する記述があ

った。 

教育出版では、「まちが大すきたんけんたい」

において、町の工夫を紹介する際に避難所や施設

に関する防災・減災の記述があった。また、巻末

の「おぼえてあんぜん」においては、地震や風水

害などの避難についての記述があった。

教科書名 教科 出版社 

新編 新しい生活 上 生活 東京書籍 

新編 新しい生活 下 生活 東京書籍 

新版 たのしいせいかつ 上 だいすき 生活 大日本図書 

新版 たのしいせいかつ 下 ひろがれ 生活 大日本図書 

みんなと学ぶ 小学校生活 上 生活 学校図書 

みんなと学ぶ 小学校生活 下 生活 学校図書 

せいかつ 上 みんな なかよし 生活 教育出版 

せいかつ 下 なかよし ひろがれ 生活 教育出版 

せいかつ 上 あおぞら 生活 信州教育出版 

せいかつ 下 そよかぜ 生活 信州教育出版 

せいかつたんけんたい 上 はじめてがいっぱい 生活 光村図書 

せいかつたんけんたい 下 ぼうけんだいすき 生活 光村図書 

せいかつ 上 わくわく 生活 啓林館 

せいかつ 下 いきいき 生活 啓林館 

新編 新しい社会３ 社会 東京書籍 

小学社会３ 社会 教育出版 

小学社会３年 社会 日本文教出版 

新編 新しい社会４ 社会 東京書籍 

小学社会４ 社会 教育出版 

小学社会４年 社会 日本文教出版 

新編 新しい社会５ 上 社会 東京書籍 

新編 新しい社会５ 下 社会 東京書籍 

小学社会５ 社会 教育出版 

小学社会５年 社会 日本文教出版 

新編 新しい社会６ 歴史編 社会 東京書籍 

新編 新しい社会６ 政治・国際編 社会 東京書籍 

小学社会６ 社会 教育出版 

小学社会６年 社会 日本文教出版 

新編 新しい地図帳 地図帳 東京書籍 

楽しく学ぶ 小学生の地図帳 地図帳 帝国書院 

第 1表 対象とする教科書 
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 東京書籍 大日本図書 学校図書 

地震 じしん じしん じしん 

津波 
津波注意（写真・看板） 津波避難ビル（写真・看板） 

つなみ 

津波注意（写真・看板） 

火山 （記載なし） （記載なし） （記載なし） 

風水害 （記載なし） おおあめ おおあめ 

その他 

緊急避難場所（写真・看板） 

「おはしも」 

防災倉庫（写真） 

まちのぼうさい 

広域避難場所（写真・看板） 

かみなり 

「おかしも」 

 教育出版 信州教育出版 光村図書 啓林館 

地震 じしん （記載なし） じしん じしん 

津波 
（記載なし） （記載なし） つなみ 

つなみひなんビル 

津波避難ビル（写真・看板） 

つなみ 

火山 （記載なし） （記載なし） （記載なし） （記載なし） 

風水害 （記載なし） （記載なし） （記載なし） おおあめ 

その他 

一時・収容避難場所（写真・看板） 

「おはしも」 

「おかしも」 

避難場所（写真・看板） ひなんじょ、ひなんばしょのか

んばん 

ぼうさいびちくそうこ 

さいがい 

かみなり 

「おかしも」 

ひなんくんれん 

指定緊急避難場所（写真・看板） 

ひなん 

「おはしも」 

 

 

 

 

 
 

 東京書籍 大日本図書 学校図書 

地震 （記載なし） （記載なし） じしん 

津波 
津波避難ビル（写真・看板） 

海抜（写真・看板） 

（記載なし） 津波避難場所（写真） 

火山 （記載なし） （記載なし） （記載なし） 

風水害 （記載なし） （記載なし） 大雨 

その他 

広域避難地（写真・看板） 

広域避難場所（写真・看板） 

防災倉庫（写真） 

防災井戸（写真） 

「おはしも」 

 

（記載なし） 一時避難場所・避難所（写真・看板） 

ぼうさいそうこ 

かみなり 

「おかしも」 

 教育出版 信州教育出版 光村図書 啓林館 

地震 じしん （記載なし） じしん じしん 

津波 

津波避難ビル（写真・看板） 

つなみ 

（記載なし） つなみひなんビルのかんばん 

海からの高さをしめしたかん

ばん 

つなみ 

津波避難ビル（写真・看板） 

つなみ 

火山 （記載なし） （記載なし） （記載なし） （記載なし） 

風水害 

雨 

川のにごり 

ぞう水 

（記載なし） ぞう水ちゅういのかんばん 

ながらがわのりっこう 

大雨 

その他 

避難所（写真・看板） 

かみなり 

ひなん 

「おはしも」 

「おかしも」 

ぼうさいそうこ ひなんじょ、ひなんばしょのか

んばん 

さいがい 

かみなり 

ひなん 

「おかしも」 

ぼうさい 

ぼうさいおやこてちょう 

さいがいようかせつトイレ 

 

人とぼうさいみらいセンター 

ぼうさいそうこ 

ひなん 

「おはしも」 

 

 

 

 

第2表 小学校第1学年の教科書にみられる防災・減災に関する記述・図版 

（）内は筆者による補足 

 

 
第3表 小学校第2学年の教科書にみられる防災・減災に関する記述・図版 

（）内は筆者による補足 
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光村図書では、「まちのあんぜんをさがしてみよう」

において、地域の安全に関する場所やものを紹介する

際に防災・減災に関する記述があった。また、「ひろ

がるせいかつじてん」の「さいがいのときのやくそく」

「ひなんするときのやくそく」においては、雷、地震、

津波の避難について、「みんなのまちのあんぜん、ぼ

うさい」においては、防災・減災の取り組みに関する

記述があった。 

啓林館では、「とび出せ！町のたんけんたい」や巻

末の「ひなんのやくそく」において、避難や防災に関

する記述があった。 

いずれの教科書においても、写真や絵が多く、文章

としての記述よりも写真や絵の中やその説明として

記述されていることが多かった。 

 

４） 第3学年 

第4表を参照されたい。 

東京書籍では、「わたしのまち みんなのまち」の

「市の様子」において、市の公共施設を取り扱う際に

記述があった。また、「くらしを守る」の「火事から

くらしを守る」においては、消防や消防団の仕事を取

り扱う際に記述があった。 

教育出版では、「地いきの安全を守る」の「火事か

らまちを守る」において、消防団の人の話の中で洪水

という記述がみられたが、その他は火事に着目した内

容であった。 

日本文教出版では、「わたしたちの住んでいるとこ

ろ」において、市役所の仕事を説明する際に記述があ

った。また、「安全なくらしを守る」においては、消

防の仕事を取り扱う際に記述があった。 

いずれの教科書においても、学習指導要領の「身近

な地域や市区町村の様子」「地域の安全を守る働き」

の内容を取り扱う際に防災・減災に関する記述がみら

れた。 

 

５） 第4学年 

 第5表を参照されたい。 

 東京書籍では「自然災害からくらしを守る」、教育

出版では「自然災害にそなえるまちづくり」、日本文

教出版では「自然災害から人々を守る活動」において、

防災・減災について取り扱う。 

東京書籍では、「風水害からくらしを守る」におい

て、主に風水害に関する記述があった。また、「ひろ

げる」という参考ページにおいては、地震・津波、火

山災害について取り扱われる。加えて、「わたしたち

の県」「特色ある地いきと人々のくらし」においては、

宮城県を取り扱っており、東日本大震災に関連する記

述が多くみられた。 

教育出版では、「地震にそなえるまちづくり」にお

いて、地震や津波に関する内容が取り扱われる。選択

教材「水害にそなえるまちづくり」「火山の噴火にそ

なえて」「雪の災害にそなえて」において、それぞれ

水害や火山災害、雪害について取り扱われる。 

日本文教出版では、「自然災害から人々を守る活動」

の「自然災害から命を守る」において、主に風水害に

ついて取り扱われる。選択教材「地震による災害」「津

波による災害」においては、地震、津波に関して、学

習資料「火山による災害」「雪による災害」において

は、火山災害、雪害に関する内容が取り扱われる。 

いずれの教科書においても、学習指導要領の「自然 

 東京書籍 教育出版 日本文教出版 

地震 
地しん 

阪神・淡路大震災 

（記載なし） 地しん 

津波 （記載なし） （記載なし） （記載なし） 

火山 （記載なし） （記載なし） （記載なし） 

風水害 
台風 洪水 大雨 

岡山県倉敷市のごう雨さいがい 

その他 

福岡市民防災センター 

災害 

ひなん場所 

防災訓練 

防災そう庫 

（記載なし） ぼうさいセンター 

さいがい 

ひなん場所 

自然さいがい 

「おはしも」（写真） 

第4表 小学校第3学年の教科書にみられる防災・減災に関する記述・図版 

（）内は筆者による補足 
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 東京書籍 教育出版 日本文教出版 

地震 

地震災害 

東日本大震災 

千葉県東方沖地震 

えきじょう化 

関東大震災 

千葉県北西部地震 

地震 

昭和南海地震 

熊本地震 

東日本大震災 

地震 

地震防災センター 

安政東海地震 

東海地震 

明応地震 

宝永地震 

北伊豆地震 

東南海地震 

伊豆半島沖地震 

過去に起こった地震 

大阪北部地震 

関東大震災 

東日本大震災 

阪神・淡路大震災 

南海トラフ巨大地震 

安政南海地震 

明応東海地震 

慶長南海地震 

宝永南海地震 

安政東海地震 

東南海地震 

昭和南海地震 

津波 

津波災害 

東日本大震災 

津波 

津波ひなんビル 

津波 

津波ひなんタワー 

津波ひなんマップ 

岩手県釜石市の人々の取り組み 

津波 

東日本大震災 

浜口梧陵 

稲むらの火 

稲むらの火の館 

津波防災教育センター 

世界津波の日 

防波てい 

津波ひなんタワー 

火山 

ふん火 

火山災害 

御嶽山 

火山防災マップ 

御嶽山火山防災協議会 

噴火 

火山防災マップ 

有珠山 

火山防災計画 

三宅島ふん火 

ふん火 

伊豆大島ふん火 

新燃岳のふん火 

ふん火けいかいのレベル 

風水害 

風水害 

令和元年房総半島台風 

令和元年10月25日の大雨 

庚戌の大こう水 

台風11号 

令和元年東日本台風 

たつまき 

ぼう風 

ごう雨 

こう水 

台風 

がけくずれ 

カスリーン台風 

ていぼう 

寛保こう水 

水塚 

大雨 

高潮 

砂防ダム 

土砂災害 

土石流 

水害 

水防学習館 

大雨 

台風 

はんらん 

8.5集中豪雨 

7.7水害 

7.13水害 

7.29水害 

水防活動 

過去に起こった水害 

水防倉庫 

河川防災ステーション 

令和2年7月豪雨 

台風 

台風26号による土砂災害 

土砂災害 

キティ台風 

高潮 

竜巻 

台風16号多摩川の水害（1974年） 

台風17号（1976年） 

9月豪雨（1976年） 

台風20号（1979年） 

7・8月豪雨（1982年） 

台風10号（1982年） 

梅雨前線豪雨（1983年） 

台風23号（2004年） 

平成17年9月豪雨 

台風26号土砂災害（2013年） 

台風19号（東日本台風） 

風水害 

集中豪雨 

土砂くずれ 

川のはんらん 

てい防 

水害 

地下調節地 

水防訓練 

暴風雨 

その他 

自然災害 

大雪 

ごう雪 

災害対さく本部 

防災誌 

防災公園 

ひなん場所 

ひなん訓練 

防災センター 

「じぶん防災」 

自然災害 

災害 

大雪 

ひなん地 

防災セット 

ひなん訓練 

防災会議 

地域防災計画 

関係機関の協力 

災害対策本部 

自然災害 

大雪 

防災無線 

ハザードマップ 

気象庁 

ライフライン 

ひなん所 

ひなん所運営訓練 

防災会議 

びちく倉庫 

第5表 小学校第4学年の教科書にみられる防災・減災に関する記述・図版 
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防災いしき 

公助 

防災訓練 

共助 

自助 

地いき防災計画 

ハザードマップ 

防災びちく倉庫 

ひなん所運えい委員会 

地いき防災マップ 

マイ・タイムライン 

非常持ち出し品 

防災マップ 

「和歌山県防災ナビ」 

「きいちゃんの災害避難ゲーム」 

防災リーダー 

せんだい外国人防災リーダー 

多文化防災ワークショップ 

自主防災組織 

防災ラジオ 

防災無線 

防災メール 

ハザードマップ 

防災マップ 

広域ひなん地 

防災倉庫 

自主防災倉庫 

救援物資 

防災用品 

防災訓練 

「にげどきマップ」 

「まるごとまちごとハザードマップ」 

平成18年豪雪 

雪おろし 

除雪 

公助 

共助 

自助 

互助 

本所防災館 

ひなん訓練 

「東京マイ・タイムライン」 

「東京防災」 

防災訓練 

復旧 

復興 

雪害 

仮設住宅 

危機管理室 

防災福祉コミュニティ 

防災意識 

「きいちゃんの災害避難ゲーム」 

紀の国防災人づくり塾 

防災教育 

ひなん標識 

除雪 

豪雪たいさく本部 

「防災まちあるき」 

 

 

 

 東京書籍 教育出版 日本文教出版 

地震 

東日本大震災 

地震 

地震災害 

プレート 

阪神・淡路大震災 

断層 

緊急地震速報 

耐震工事 

東北地方太平洋沖地震 

安政南海地震 

昭和南海地震 

地震 

地震災害 

東北地方太平洋沖地震 

北海道胆振東部地震 

阪神・淡路大震災 

兵庫県南部地震 

熊本地震 

関東大震災 

福井地震 

プレート 

緊急地震速報 

地震 

阪神・淡路大震災 

熊本地震 

宮城県沖地震（1978年） 

日本海中部地震（1983年） 

長野県西部地震（1984年） 

北海道南西沖地震（1993年） 

新潟県中越地震（2004年） 

新潟県中越沖地震（2007年） 

岩手・宮城内陸地震（2008年） 

東日本大震災（2011年） 

北海道胆振東部地震（2018年） 

南海トラフ巨大地震 

耐震 

緊急地震速報 

津波 

津波災害 

東日本大震災 

北海道南西沖地震 

津波警報 

津波ひなんタワー 

防潮堤 

濱口梧陵 

津波 

津波災害 

東日本大震災 

津波避難タワー 

津波避難場所（写真） 

大津波 

避難ビル 

津波避難マップ 

防潮堤 

田老地区 

 

津波 

東日本大震災 

津波ひなんタワー 

津波てんでんこ 

火山 

浅間山 

火山災害 

噴火 

御嶽山の噴火 

火山防災の心得 

ひなんごう 

火山ガス 

噴石 

火山でい流 

火さい流 

よう岩流 

火山灰 

火山災害 

雲仙岳の噴火 

噴火 

御嶽山の噴火 

十勝岳の噴火 

導流堤 

噴火 

火山 

御嶽山の噴火 

浅間山の噴火 

雲仙岳噴火（1990年） 

有珠山噴火（2000年） 

三宅島噴火（2000年） 

風水害 
水害 

水防演習 

九州北部豪雨 

風水害 

洪水 

台風 

（）内は筆者による補足 

第6表 小学校第5学年の教科書にみられる防災・減災に関する記述・図版 
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水防倉庫 

土砂災害 

風水害 

平成26年8月豪雨 

平成29年7月九州北部豪雨 

大雨による災害 

台風 

大雨 

こう水 

砂防ダム 

なにわ大放水路 

大雨特別警報 

台風 

大雨 

土砂くずれ 

土砂災害 

梅雨 

浸水 

はんらん 

伊勢湾台風 

平成30年7月豪雨 

首都圏外郭放水路 

渡良瀬遊水地 

砂防ダム 

大雨 

暴風 

山くずれ 

つゆ 

暴風雨 

輪中 

治水工事 

水害 

水防訓練 

水防倉庫 

鬼怒川の洪水 

土砂崩れ 

台風第17号および9月豪雨（1976年） 

台風第20号（1979年） 

7，8月豪雨および台風第10号（1982年） 

梅雨前線豪雨（1983年） 

8月豪雨（1993年） 

台風第23号（2004年） 

台風第12号（2011年） 

広島土砂災害（2014年） 

7月豪雨（2018年） 

東日本台風（2019年） 

7月豪雨（2020年） 

土石流 

豪雨 

高潮 

砂防ダム 

はんらん 

紀伊半島大水害 

その他 

堤防 

自然災害 

除雪 

雪害 

大雪 

なだれ 

消雪パイプ 

ひなん所 

災害対策本部 

防災 

公共事業 

ハザードマップ 

減災 

自然災害 

避難 

避難所 

大雪 

雪害 

なだれ 

防災施設 

ハザードマップ 

公共事業 

訓練 

なだれ防止さく 

防災 

減災 

ひなん訓練 

災害 

除雪・はい雪 

流雪溝 

自然災害 

大雪 

雪害 

豪雪 

竜巻 

福島第一原子力発電所 

放射性物質 

減災 

防災 

ハザードマップ 

公助 

自助 

共助 

 

 

災害から人々を守る活動」の内容を取り扱う際に防

災・減災に関する記述がみられた。 

 

６） 第5学年 

 第6表を参照されたい。 

 東京書籍では、上巻「わたしたちの国土」の「低い

土地のくらし」において、輪中を取り扱う際に水害対

策の記述があった。また、「国土の気候の特色」にお

いては、台風等の風水害についての記述があった。下

巻「わたしたちの生活と環境」の「自然災害を防ぐ」

においては、地震災害、津波災害、風水害、火山災害、

雪害に関して「国土との関わり」「対策」という視点

で取り扱っていた。 

教育出版では、「日本の国土とわたしたちのくらし」

において、あたたかい地域（沖縄県）のくらしを取り

扱う際に台風への備えについて、寒い地域（北海道）

のくらしを取り扱う際に雪への備えについて、低地

（佐原北部）のくらしを取り扱う際に水害への対策

（治水）についての記述があった。また、「未来とつ

ながる情報」においては、メディアの災害時の役割に

ついて取り扱っていた。「国土の自然とともに生きる」

の「自然災害とともに生きる」においては、様々な自 

（）内は筆者による補足 
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 東京書籍 教育出版 日本文教出版 

地震 

熊本地震 

東日本大震災 

関東大震災 

阪神・淡路大震災 

余震 

地震 

大地震 

東日本大震災 

関東大震災 

阪神・淡路大震災 

地震 

宝永地震 

南海トラフ巨大地震 

白鳳（天武）地震 

仁和地震 

永長東海地震 

康和南海地震 

正平（康安）東海地震 

正平（康安）南海地震 

明応地震 

慶長地震 

安政東海地震 

安政南海地震 

昭和東南海地震 

昭和南海地震 

関東大震災 

東日本大震災 

熊本地震 

津波 

津波 

防潮堤 

東日本大震災 

気仙沼市 

津波 

防波堤 

高台 

津波防災教育 

防潮堤 

大津波 

火山 

（記載なし） （記載なし） 富士山の噴火 

火山灰 

 

風水害 

令和2年7月豪雨 

台風 

大雨 

台風 平成26年広島豪雨災害 

平成30年西日本豪雨災害 

台風 

集中豪雨 

土砂災害 

砂防ダム 

土石流 

高潮 

洪水 

土砂くずれ 

その他 

自然災害 

防災 

被災地 

避難所 

災害救助法 

災害時相互応援協定 

災害対策基本法 

災害対策本部 

緊急災害対策本部 

緊急消防援助隊 

東日本大震災復興基本法 

復興財源確保法 

復興特区法 

復興庁設置法 

復興特別税 

復旧 

復興 

仮設住宅 

復興庁 

ライフライン 

震災復興会議 

まちづくり 

気仙沼市東日本大震災遺構・伝承館 

福島第一原子力発電所 

原子力発電所事故 

東日本大震災・原子力災害伝承館 

災害 

自然災害 

復旧 

復興 

避難 

福島第一原子力発電所 

放射性物質 

避難所 

災害対策本部 

災害救助法 

仮設住宅 

仮設校舎 

復興まちづくり基本計画 

復興まちづくり委員会 

東日本大震災復興基本法 

復興庁設置法 

復興庁 

被災地 

公助 

共助 

自助 

避難訓練 

避難場所 

大雪 

除雪 

排雪 

いわき震災伝承みらい館 

防災公園 

 

災害 

自然災害 

復旧 

復興 

ライフライン 

災害対策本部 

広島県内広域消防相互応援協定 

災害対策基本法 

避難 

避難所 

避難路 

復興まちづくりビジョン 

防災マップ 

第7表 小学校第6学年の教科書にみられる防災・減災に関する記述・図版 
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然災害からくらしを守るためにしている対策や自然

災害との向き合い方について取り扱っていた。 

日本文教出版では、「日本の国土と人々のくらし」

において、梅雨と台風、あたたかい地域（沖縄県）の

くらし、低地（岐阜県）に住む人々のくらし、寒い土 

地（北海道）のくらし、高い土地（群馬県）のくらし

について取り扱う際に、それぞれ台風、洪水、雪害、

火山災害についての記述があった。また、「国土の環

境を守る」の「自然災害から人々を守る」においては、

自然災害への備えや取り組みを取り扱い、防災・減災

について学習する。 

いずれの教科書においても、学習指導要領の「我が

国の国土の自然環境と国民生活の関わり」の内容を取

り扱う際に防災・減災に関する記述がみられた。また、

「我が国の国土の様子と国民生活」においても、防災・

減災に関する記述があった。 

 

７） 第6学年 

第7表を参照されたい。 

東京書籍では、「政治・国際編」と「歴史編」の2

冊に分かれる。「政治・国際編」では、「わたしたち

の生活と政治」の選択教材「震災復興の願いを実現す

る政治」において、政治による災害からの復旧・復興

という視点で防災・減災について取り扱われる。「歴

史編」では、現代の課題について取り扱われている部

分において、大震災からの復興に関する記述があった。 

教育出版では、「わたしたちの暮らしを支える政治」

の選択教材「災害からわたしたちを守る政治」におい

て、政治による災害からの復旧・復興という視点で防

災・減災について取り扱われる。また、歴史分野にお

いても、関東大震災や東日本大震災に関する記述があ

った。さらに、公民分野では、東日本大震災での国際

協力、支援に関する記述があった。 

日本文教出版では、「わが国の政治のはたらき」の

「わたしたちの願いと政治のはたらき」において、「自

然災害からの復旧や復興の取り組み」「経験をむだに

しないまちづくり」の2つから選択する。「自然災害

からの復旧や復興の取り組み」においては、政治によ

る災害からの復旧・復興という視点で自然災害や防

災・減災が取り扱われる。また、歴史分野においては、

江戸時代の富士山の噴火や南海トラフ巨大地震に関

して、公民分野においては、災害発生時の国際協力に

関する記述があった。 

いずれの教科書においても、学習指導要領の「我が

国の政治の働き」の内容を取り扱う際に防災・減災に

関する記述がみられた。 

 

８） 地図帳 

第8表を見ると、東京書籍・帝国書院ともに、日本

の自然災害について取り扱っている。日本の自然災害

についての特集では、各地で発生した自然災害ととも

に、地図や図、絵などによる説明や防災マップづくり、

防災への取り組みに関するものがみられた。 

 

９） 小括 

 生活科の教科書では、第1図、第2図で示したよう

に、教科書によって防災・減災に関する記述・図版数

は一様ではないが、第1学年では、信州教育出版の教 

 

 
 東京書籍 帝国書院 

地震 

地震 阪神・淡路大震災 世界の地震の分布 

地震でこわれた家々（熊本地震） 

地震の被害と防災への取り組み（兵庫県南部地震） 

津波 
津波 東日本大震災 津波による被害（東北地方太平洋沖地震） 

くり返される津波と先人たちが残した教訓（大船渡） 

火山 火山の噴火 御嶽山 火山灰や岩石が降り積もった御嶽山 

風水害 
洪水 令和2年7月豪雨 

土砂災害 平成26年8月豪雨 

台風による大雨で発生した水害（令和元年東日本台風） 

都市部での洪水への備え 

その他 

日本の自然災害（特集） 

雪の被害 令和3年1月の大雪 

宮城県南三陸町志津川地区のハザードマップ 

自然災害にそなえて 

日本の自然災害と防災（特集） 

日本で起きたおもな自然災害 

大雪で自動車が立ち往生する高速道路 

さまざまな自然災害 

さまざまな防災への取り組み 

防災マップづくり 

第8表 小学校の地図帳にみられる防災・減災に関する記述・図版 

（）内は筆者による補足 
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科書を除いて、すべての教科書で地震に関する記述・

図版がみられた。また、地震に次いで津波に関する記

述・図版が多くみられたことから、地震や津波は自然

災害の中でも身近に感じやすいため、取り扱いやすい

のではないかと考察できる。第2学年では、大日本図

書の教科書において防災・減災に関する記述・図版は

みられなかったが、それ以外では信州教育出版の教科

書を除いて、すべての教科書で第1学年よりも防災・

減災に関する記述・図版が増加している。このことか

ら、校区を探検する、いわゆる「まちたんけん」にお

いて、防災・減災教育と関連させて取り扱われている

ことがわかり、身近に感じやすい地震や津波だけでは

なく、校区で想定される様々な自然災害に対応できる

ように教科書では取り扱われていると考察できる。 

 社会科の教科書では、第3図、第4図で示したよう

に、自然災害に関する単元がある第4学年、第5学年

では、50以上の記述・図版があるのに対して、第3学

年では、住んでいるまちや市の様子、消防の働き、警

察の働きを取り扱う単元において、防災・減災に関す

る記述・図版がみられることがあったが、直接的に扱

っているわけではなかった。また、第6学年において

も、教科書全体では 40 前後の防災・減災に関する記

述・図版がみられるが、自然災害や防災・減災に関連

している単元はすべて選択教材であるため、必ずしも

学習するわけではない。加えて、東京書籍、教育出版

の第6学年の教科書において、風水害に関する記述・

図版が第4学年、第5学年よりも減少している要因と

して、この2社の教科書における防災・減災の取り扱

いが地震災害、津波災害からの復興と政治との関わり

についてであるためである。そして、第6学年の公民

分野において、水害からの復興と政治との関わりにつ

いて取り扱う日本文教出版の教科書が、地震、火山に

関する記述・図版が多くみられる要因として、歴史分

野のコラムとして、過去の地震や火山の噴火について

取り扱うためである。 

 

 

 

 

第1図 小学校生活科の教科書における学年ごとの防災・減災に関する記述・図版数 
筆者作成 

第2図 小学校生活科の教科書における教科書ごとの防災・減災に関する記述・図版数 
筆者作成 
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 以上のことから、小学校の生活科、社会科の教科書

において、自然災害や防災・減災に関する記述・図版

が多くみられ、かつ、防災・減災と直接的に関連して

いるのは、第4学年、第5学年である。また、直接的

に関連していなくても、第1学年から第6学年の全学

年において、生活科、社会科の教科書に防災・減災と

つなげられる記述・図版がみられたことから、生活科、

社会科では、全学年を通して防災・減災教育を進める

ことができるといえる。 

 

Ⅲ．大阪市立小学校での防災・減災への取り組み 

１） 「子どもの安全を守るための防災・減災指導の

手引き」の概要 

 大阪市では、「大阪市地域防災計画」によって災害

に備えた災害予防計画、災害応急対策、災害復旧計画

を策定するなど、大災害に対する備えを行っており、

学校園においても、災害発生時の児童生徒らの生命、

身体の安全を確保し、災害に関する知識や避難行動な

どについての指導を行うため、「警備及び防災計画」

及び「子どもの安全を守るための防災指導の手引き」

を作成している。さらに、2015年2月1日に「大阪市

防災・減災条例」を施行し、公助だけではなく、自助・

共助による防災・減災の仕組みづくりを推進している。

このような経緯から、大阪市教育委員会では、「減災」

「レジリエンス」「共感」の3つの考えを柱とした各

学校園での防災・減災教育の充実を図るため、「子ど

もの安全を守るための防災・減災指導の手引き」を作

成・改訂している。 

 「子どもの安全を守るための防災・減災指導の手引

き」は第1章から第7章で構成されており、これまで

とこれから想定される自然災害や、大阪市での主な災

害対策、災害時の学校園の役割、事故・災害発生時の

心のケア、防災・減災教育のあり方、発達段階・学年

に応じた防災・減災教育のモデルカリキュラムが示さ

れている。 

 第1章では、過去に大阪市で被害があった自然災害

第3図 小学校社会科の教科書における学年ごとの防災・減災に関する記述・図版数 
筆者作成 

第4図 小学校社会科の教科書における教科書ごとの防災・減災に関する記述・図版数 
筆者作成 
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について記されている。大阪市立の小学校では、1934

年に発生した室戸台風により、70%以上が倒壊または

大破しており、児童、教職員に多くの犠牲者が出たこ

とから、校舎の鉄筋化など、教育施設の防災対策が進

められた。また、手引きには、ジェーン台風、第二室

戸台風、阪神・淡路大震災の発生時の様子や被害等に

ついて記されている。 

 第2章では、大阪市で想定されている自然災害の被

害について記されている。地震・津波に関しては、南

海トラフ巨大地震、東南海・南海地震、上町断層帯地

震、生駒断層帯地震、有馬高槻断層帯地震、中央構造

線断層帯地震が挙げられ、そのうち、南海トラフ巨大

地震、東南海・南海地震については津波による被害も

想定されている。水害に関しては、河川氾濫、高潮氾

濫、内水氾濫の3つに分けられ、河川氾濫については、

淀川、大和川・東除川・西除川・石川、神崎川・天竺

川・高川、安威川、寝屋川・第二寝屋川・平野川・平

野川分水路・古川、大川・堂島川・安治川・土佐堀川・

木津川・尻無川がそれぞれ氾濫した場合の想定がなさ

れている。その他、風害についても記されている。以

上のことから、大阪市で想定されている自然災害は、

地震、津波、風害、河川氾濫、内水氾濫、高潮である

ことがわかる。 

 第3章では、大阪市の主な災害対策について記され

ている。大阪市では、前述した「大阪市防災・減災条

例」の他にも、「市地域防災計画」「区地域防災計画」

「地区防災計画」の3つがあり、それぞれ防災に関す

る計画がなされている。その他、避難情報の見直しに

関することや特別警報、Jアラートに関する内容が記

されている。 

 第4章では、災害時の学校園の取り組みに関して記

されており、「大阪市地域防災計画」に関することや、

市民等に対する防災知識の普及啓発についてもここ

に記されている。防災教育に関しては、災害発生時に

適切に対処できる知識や技能の習得をめざす安全学

習や、児童生徒らが日常生活の中に存在するさまざま

な危険に気づき、的確な判断のもとに適切に対処し、

事象が起こった場合に適切に対応できる実践的な態

度や能力の育成をめざす安全指導、児童生徒らがより

現実に近い状況を認識できるように、各消防署や阿倍

野防災センター等の施設を活用した体験学習の実施

など、防災・減災教育の充実を図ることが記されてい

る。また、安全教育の一環として各種訓練を実施する

ことや、児童に図画の出品を依頼することによる一般

防災知識の普及啓発も示されている。 

 第5章では、事故・災害等発生時における心のケア

の必要性や基本的な理解、体制、平常時の心の健康づ

くり、心の健康状態の把握、応急手当のマニュアル等

が記されている。 

 第6章では、防災・減災教育のあり方について記さ

れている。防災・減災教育には、防災に関する基礎的・

基本的事項を系統的に理解し、思考力・判断力を高め、

働かせることによって、防災について適切な意思決定

ができるようにすることをねらいとする側面と、当面

している、あるいは近い将来予測される防災に関する

問題を中心に取り上げ、安全の保持増進に関する実践

的な能力や態度、さらには望ましい習慣の形成を目指

して行う側面の2つの側面があり、それぞれ生活科や

社会科等の関連した内容のある教科や、総合的な学習

の時間、特別活動などで行う。また、防災・減災教育

のねらいとして、「自然災害等の現状、原因及び減災

等について理解を深め、現在及び将来に直面する災害

に対して、的確な思考・判断に基づく適切な意志決定

や行動選択ができるようにする。」「地震、台風の発

生等に伴う危険を理解・予測し、自らの安全を確保す

るための行動ができるようにするとともに、日常的な

備えができるようにする。」「自他の生命を尊重し、

安全で安心な社会づくりの重要性を認識して、学校園、

家庭及び地域社会の安全活動に進んで参加・協力し、

貢献できるようにする。」の 3 つが掲げられており、

習得した知識に基づいて的確に判断し、迅速な行動を

とることができる主体的に行動する力を身につけ、自

助・共助・公助の視点からの安全教育を進めている。

その上で、自然には恩恵と災害の二面性があることを

意識させ、幼稚園、小学校、中学校の教育活動全体を

通じて、発達の段階に応じた防災・減災教育を進める

ことが記されている。 

 第7章では、防災・減災教育モデルカリキュラムと

発達段階に応じた目標、学年別のモデルカリキュラム、

その展開例や実践事例が示されている。学年別のモデ 
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地域名 学校名 防災関連 

北区 滝川小学校 非常変災時 

北区 堀川小学校 非常変災時 

北区 西天満小学校 非常変災時 

北区 菅北小学校 非常変災時 

北区 豊崎東小学校 大雨 

北区 豊崎本庄小学校   

北区 中津小学校   

北区 大淀小学校   

北区 豊仁小学校 非常変災時 

北区 豊崎小学校 非常変災時 

北区 扇町小学校   

北区 中之島小学校（一貫） 非常変災時 

都島区 桜宮小学校   

都島区 中野小学校 非常変災時 

都島区 高倉小学校 非常変災時 

都島区 淀川小学校 非常変災時 

都島区 都島小学校   

都島区 内代小学校   

都島区 東都島小学校   

都島区 大東小学校 非常変災時 

都島区 友渕小学校   

福島区 福島小学校   

福島区 玉川小学校   

福島区 野田小学校 非常変災時 

福島区 吉野小学校   

福島区 大開小学校 非常変災時 

福島区 鷺洲小学校   

福島区 海老江東小学校 非常変災時 

福島区 海老江西小学校   

福島区 上福島小学校 非常変災時 

此花区 西九条小学校   

此花区 四貫島小学校   

此花区 島屋小学校 非常変災時 

此花区 伝法小学校   

此花区 梅香小学校   

此花区 高見小学校   

此花区 酉島小学校 非常変災時 

此花区 春日出小学校 非常変災時 

中央区 玉造中学校 警備及び防災計画 

中央区 南大江小学校 非常変災時・大雨 

中央区 中大江小学校 非常変災時 

中央区 開平小学校   

中央区 高津小学校   

中央区 南小学校   

中央区 中央小学校 非常変災時 

西区 西船場小学校   

西区 日吉小学校   

西区 九条南小学校   

西区 九条東小学校 非常変災時 

西区 九条北小学校 大雨への備え（大阪府） 

西区 本田小学校 非常変災時 

西区 堀江小学校東校舎   

西区 明治小学校 安全マップ 

西区 堀江小学校西校舎   

港区 市岡小学校   

港区 磯路小学校 非常変災時 

港区 三先小学校   

港区 田中小学校 非常変災時・大雨 

港区 八幡屋小学校 非常変災時 

港区 波除小学校 非常変災時・大雨 

港区 築港小学校   

港区 南市岡小学校 非常変災時 

港区 港晴小学校 非常変災時・防災アプリ 

港区 弁天小学校   

港区 池島小学校 非常変災時・雷 

大正区 三軒家西小学校 非常変災時 

大正区 泉尾東小学校 非常変災時 

大正区 中泉尾小学校   

大正区 北恩加島小学校   

大正区 南恩加島小学校   

大正区 鶴町小学校 非常変災時 

大正区 泉尾北小学校 非常変災時 

大正区 平尾小学校 非常変災時・大雨 

大正区 三軒家東小学校   

大正区 小林小学校 非常変災時 

天王寺区 真田山小学校 非常変災時・引き渡し 

天王寺区 味原小学校 非常変災時・大雨 

天王寺区 桃陽小学校   

天王寺区 五条小学校   

天王寺区 聖和小学校 非常変災時 

天王寺区 大江小学校 非常変災時 

天王寺区 生魂小学校 台風 

天王寺区 天王寺小学校   

浪速区 栄小学校 非常変災時 

浪速区 大国小学校 大雨・警戒レベル 

浪速区 
浪速小学校 

（日本橋小中一貫校） 
非常変災時 

浪速区 敷津小学校 非常変災時 

浪速区 塩草立葉小学校 非常変災時 

浪速区 難波元町小学校 非常変災時 

西淀川区 柏里小学校   

西淀川区 野里小学校 非常変災時 

西淀川区 姫里小学校 非常変災時 

西淀川区 姫島小学校 非常変災時 

西淀川区 福小学校 非常変災時・大雨 

西淀川区 大和田小学校 非常変災時 

西淀川区 川北小学校 非常変災時・大雨 

西淀川区 佃小学校 非常変災時 

西淀川区 香簑小学校   

西淀川区 歌島小学校 非常変災時 

西淀川区 出来島小学校   

西淀川区 佃西小学校 非常変災時・大雨 

西淀川区 御幣島小学校 非常変災時・大雨 

淀川区 神津小学校   

淀川区 田川小学校   

淀川区 加島小学校   

淀川区 三津屋小学校   

淀川区 新高小学校 新高地区防災計画 

淀川区 野中小学校   

淀川区 十三小学校 非常変災時 

淀川区 木川小学校   

淀川区 三国小学校 非常変災時・防災訓練 

淀川区 北中島小学校 非常変災時・大雨・安全マニュアル 

淀川区 西中島小学校 非常変災時 

淀川区 塚本小学校 非常変災時・大雨 

淀川区 木川南小学校 非常変災時 

淀川区 東三国小学校 非常変災時・大雨 

淀川区 西三国小学校   

淀川区 新東三国小学校   

淀川区 宮原小学校   

東淀川区 東淡路小学校   

東淀川区 西淡路小学校 非常変災時・大雨 

東淀川区 菅原小学校   

東淀川区 新庄小学校   

東淀川区 大隅東小学校   

東淀川区 豊里小学校 非常変災時 

東淀川区 
啓発小学校 

（むくのき学園） 
非常変災時 

東淀川区 小松小学校 大雨 

東淀川区 下新庄小学校 非常変災時 

東淀川区 井高野小学校   

東淀川区 大桐小学校   

東淀川区 豊新小学校 大雨・警戒レベル 

東淀川区 東井高野小学校 非常変災時 

東淀川区 大隅西小学校   

東淀川区 豊里南小学校   

東淀川区 大道南小学校   

東成区 東小橋小学校 非常変災時 

東成区 大成小学校 非常変災時・大雨 

東成区 中道小学校 非常変災時 

東成区 北中道小学校 非常変災時 

東成区 中本小学校 非常変災時 

東成区 東中本小学校   

東成区 今里小学校 デジタル防災マップ 

東成区 片江小学校 非常変災時 

東成区 神路小学校 非常変災時 

東成区 深江小学校   

東成区 宝栄小学校 非常変災時 

生野区 北鶴橋小学校   

第9表 大阪市立小学校のホームページでの結果 
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生野区 鶴橋小学校 非常変災時 

生野区 東桃谷小学校   

生野区 勝山小学校   

生野区 東中川小学校   

生野区 小路小学校 防災・減災教育カリキュラム 

生野区 東小路小学校   

生野区 巽小学校 警戒レベル 

生野区 北巽小学校 非常変災時 

生野区 巽南小学校   

生野区 巽東小学校 非常変災時 

生野区 
大池小学校 

（小中一貫校大池学園） 
  

生野区 
田島南小学校 

（田島南小中一貫校） 
非常変災時 

生野区 生野未来学園 非常変災時 

旭区 清水小学校 非常変災時・大雨 

旭区 古市小学校 非常変災時・マニュアル 

旭区 大宮小学校 非常変災時 

旭区 高殿小学校 非常変災時 

旭区 大宮西小学校   

旭区 生江小学校   

旭区 城北小学校 非常変災時 

旭区 新森小路小学校 非常変災時・大雨 

旭区 太子橋小学校 非常変災時 

旭区 高殿南小学校 台風 

城東区 榎並小学校 非常変災時 

城東区 関目小学校   

城東区 鯰江小学校   

城東区 今福小学校   

城東区 聖賢小学校   

城東区 鴫野小学校   

城東区 中浜小学校 非常変災時 

城東区 城東小学校   

城東区 諏訪小学校 大雨 

城東区 成育小学校 非常変災時 

城東区 すみれ小学校 非常変災時・大雨 

城東区 東中浜小学校 非常変災時 

城東区 放出小学校   

城東区 関目東小学校 非常変災時 

城東区 森之宮小学校 大雨 

城東区 鯰江東小学校 非常変災時 

鶴見区 榎本小学校   

鶴見区 茨田南小学校   

鶴見区 茨田北小学校   

鶴見区 鶴見小学校   

鶴見区 今津小学校 非常変災時・大雨 

鶴見区 茨田東小学校   

鶴見区 茨田西小学校 非常変災時・大雨 

鶴見区 横堤小学校 大雨 

鶴見区 みどり小学校   

鶴見区 鶴見南小学校   

鶴見区 茨田小学校 非常変災時 

鶴見区 焼野小学校 非常変災時・大雨 

阿倍野区 高松小学校   

阿倍野区 常盤小学校 非常変災時 

阿倍野区 金塚小学校   

阿倍野区 丸山小学校   

阿倍野区 晴明丘小学校   

阿倍野区 阿倍野小学校   

阿倍野区 阪南小学校   

阿倍野区 長池小学校   

阿倍野区 苗代小学校 非常変災時 

阿倍野区 晴明丘南小学校   

住之江区 粉浜小学校   

住之江区 安立小学校   

住之江区 敷津浦小学校   

住之江区 加賀屋小学校 非常変災時 

住之江区 住吉川小学校   

住之江区 北粉浜小学校 非常変災時・大雨 

住之江区 住之江小学校 非常変災時 

住之江区 平林小学校 非常変災時 

住之江区 加賀屋東小学校 非常変災時 

住之江区 新北島小学校 非常変災時 

住之江区 南港光小学校 非常変災時 

住之江区 
南港みなみ小学校 

（咲洲みなみ小中一貫校） 
非常変災時 

住之江区 南港桜小学校   

住之江区 清江小学校 非常変災時・大雨 

住吉区 東粉浜小学校 非常変災時・大雨 

住吉区 住吉小学校 非常変災時 

住吉区 長居小学校   

住吉区 依羅小学校 非常変災時・大雨 

住吉区 墨江小学校 非常変災時 

住吉区 遠里小野小学校 非常変災時 

住吉区 清水丘小学校   

住吉区 南住吉小学校   

住吉区 大領小学校   

住吉区 苅田小学校 非常変災時 

住吉区 山之内小学校 非常変災時 

住吉区 苅田南小学校 非常変災時 

住吉区 苅田北小学校 非常変災時 

住吉区 大空小学校 非常変災時 

東住吉区 桑津小学校 非常変災時 

東住吉区 北田辺小学校   

東住吉区 田辺小学校 非常変災時 

東住吉区 東田辺小学校 非常変災時 

東住吉区 南田辺小学校 非常変災時 

東住吉区 南百済小学校   

東住吉区 育和小学校 非常変災時 

東住吉区 鷹合小学校 登校判断（暴風） 

東住吉区 今川小学校 非常変災時 

東住吉区 
矢田小学校 

（やたなか小中一貫校） 
非常変災時・大雨 

東住吉区 矢田東小学校 非常変災時 

東住吉区 矢田西小学校   

東住吉区 矢田北小学校 非常変災時 

東住吉区 湯里小学校   

平野区 喜連小学校 非常変災時 

平野区 平野西小学校   

平野区 平野小学校   

平野区 長吉小学校   

平野区 瓜破小学校 非常変災時・大雨 

平野区 加美小学校 非常変災時 

平野区 加美南部小学校 非常変災時 

平野区 平野南小学校 非常変災時 

平野区 長吉東小学校   

平野区 喜連西小学校   

平野区 長吉南小学校 非常変災時・大雨 

平野区 瓜破北小学校   

平野区 長原小学校 非常変災時 

平野区 喜連東小学校 非常変災時 

平野区 瓜破東小学校 非常変災時 

平野区 加美北小学校 非常変災時・大雨 

平野区 長吉出戸小学校 非常変災時 

平野区 瓜破西小学校 非常変災時 

平野区 喜連北小学校   

平野区 加美東小学校 非常変災時 

平野区 川辺小学校 非常変災時 

平野区 新平野西小学校 非常変災時・大雨 

西成区 
新今宮小学校 

（いまみや小中一貫校） 
非常変災時 

西成区 天下茶屋小学校 非常変災時・大雨 

西成区 岸里小学校 非常変災時 

西成区 玉出小学校   

西成区 千本小学校 非常変災時 

西成区 橘小学校   

西成区 まつば小学校 非常変災時 

西成区 長橋小学校 非常変災時 

西成区 北津守小学校 非常変災時 

西成区 南津守小学校 非常変災時 

 

 

ルカリキュラムでは、学年ごとの目標に加えて、第1

学年及び第2学年では、国語、算数、生活、道徳、特

別活動、第3学年及び第4学年では、国語、社会、算

数、理科、保健、道徳、特別活動、第5学年では、国

各大阪市立小学校のホームページにより筆者作成 
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語、社会、算数、理科、家庭、保健、道徳、特別活動、

第 6 学年では国語、社会、算数、理科、家庭、道徳、

特別活動の単元・主題等と内容が示されている。展開

例や実践事例においては、それぞれの目標やねらい、

留意点などが示されている。 

 

２） 大阪市立小学校のホームページでの分析 

研究対象とする大阪市立小学校での防災・減災教育

の現状を探るため、大阪市立小学校のホームページか

ら、防災・減災につながるページや配布文章等を分析

した。地図を使用した分析を行うため、研究の対象と

する小学校は、大阪市内にある大阪市立小学校279校

とする。そのため、大阪市外にある弘済小学校、弘済

小学校分校、長谷川小学校は対象から除く。 

各大阪市立小学校のホームページでは、第9表で示

したように、ほとんどの小学校で「非常変災時等の措

置について」（第9表中では「非常変災時」）と「大

雨による河川増水（氾濫）時の措置について」（第9

表中では「大雨」）のどちらか、もしくは両方が掲載

されていた。「非常変災時等の措置について」では、

気象警報等や避難情報の発令時および、災害発生時の

臨時休業等の措置をとる基準が示されている。また、

「大雨による河川増水（氾濫）時の措置について」で

は、大雨による河川増水や氾濫等に関する避難情報が

発令された場合に臨時休校等の措置をとる基準と避

難情報の確認方法が示されている。他には、大阪府や

大阪市が作成・公表している大雨や避難情報の啓発文

書などが掲載されている小学校や、雷や台風への対応

についての文書が掲載されている小学校、校区の地域

における防災マップや防災計画を掲載している小学

校、校区における災害発生時の危険個所等を360度ビ

ューの地図で確認できるデジタル防災マップを掲載

している小学校などがあった。 

 第5図では、第9表に示した大阪市立小学校のホー

ムページにおける防災・減災につながるページや配布

文章等の分析結果の分布を、国土地理院のハザードマ

ップポータルサイトをもとに、洪水、高潮、津波のハ

ザードマップに重ねたものである。 

第5図で示したように、「非常変災時等の措置につ

いて」の文書がホームページ上で公開されている小学

校は、大阪市内の広範囲で分布しており、分布に傾向

はみられなかった。しかしながら、「大雨による河川

増水（氾濫）時の措置について」の文書がホームペー

ジ上で公開されている小学校は、国土地理院のハザー

ドマップポータルサイトの洪水ハザードマップにお

いて、学校や校区で浸水が想定されている小学校、も

しくは大阪市の水害ハザードマップにおいて、学校や

校区で内水氾濫が想定されている小学校であった。 

 

３） 自然災害伝承碑のある小学校での現状 

 大阪市立小学校の防災・減災教育の現状をさらに明

らかにするために、校内に自然災害伝承碑がある九条

東小学校、今福小学校、聖賢小学校の3校の学校ホー

ムページや記念誌等から、防災・減災教育の取り組み

を探った。この3校にある自然災害伝承碑は、すべて

1934年9月21日の室戸台風のものであり、今福小学

校と聖賢小学校においては、この室戸台風の暴風によ

り校舎が倒壊し、児童や教職員が犠牲となっている。 

 調査方法・対象としては、3校のホームページのサ

イト内検索で「防災」「減災」「生活科」「社会科」

と検索し、検索結果の中で防災・減災教育に関連して

いるものを対象とした。なお、対象期間は 2025 年 4

月1日から2026年1月12日までとした。そして、大

阪市立図書館にある各学校の記念誌から、防災・減災

に関する記述や取り組み等を探し、自然災害伝承碑と

防災・減災教育に結びつきがないかを調べた。 

 九条東小学校のホームページでは「防災」という語

で3件の学校日記があった。1つ目は、9月1日の防

災の日に行われた全校での避難訓練である。避難訓練

では地震と津波を想定し、津波の避難の際は、全員で

4 階の教室まで上がったことが記されている。2 つ目

は、第4学年の社会見学での津波・高潮ステーション

の見学である。津波・高潮ステーションとは、大阪市

西区にある津波、高潮が発生した際の西大阪地域の防

災拠点および津波、高潮災害の啓発を行う施設であり、

見学を通して津波、高潮について学習したことが記さ

れている。3つ目は、第5学年の英語学習である。災

害が起きた際に助けてくれたり、支えてくれたりする

人を英語でどのように言うのかについて学んだと記

されている。その他、「減災」という語では0件、「生
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活科」という語では6件、「社会科」という語では10

件の学校日記があったが、防災・減災教育に関連して

いるものはなかった。次に、九条東小学校創立120周

年記念誌では、学校の概要に、室戸台風により北校舎

と講堂が損傷したという記述や 1950 年のジェーン台

風、1961 年の第 2 室戸台風による試練という記述は

あったが、その記述が防災・減災教育に結びついてい

るといえるものはなかった。 

 今福小学校において、学校ホームページでは「防災」

という語で2件の学校日記があった。1つ目は、9月

1日の防災の日に行われた児童朝会である。児童朝会

では、防災に関する話や1934年9月21日の室戸台風

で今福小学校において 33 名の児童が犠牲になったこ

とをふまえ、命を守る行動を呼びかける話がされたと

記されている。2つ目は、今福地域における防災訓練

である。防災訓練では、町会ごとに集まり、けむり体

験や放水訓練、救命救急体験などが行われたと記され

ている。その他、「減災」と「生活科」という語では

0件、「社会科」という語では1件の学校日記があっ

たが、防災・減災教育に関連しているものはなかった。

次に、今福小学校創立 80 周年記念誌では、当時の校

長によることばにおいて、室戸台風により 33 名の命

が失われたという記述があった。学校ホームページの

学校日記にあった児童朝会での話や記念誌での記述

から、今福小学校では自然災害伝承碑と防災・減災教

育に結びつきがあるのではないかといえる。 

 聖賢小学校において、学校ホームページでは「防災」

という語で1件の学校日記があった。それは、聖賢地

域活動協議会による聖賢小学校合同防災訓練である。

防災訓練は、保護者や地域の人、病院、区役所、消防

署と連携し、年に1回、毎年行われていると記されて

いる。その他、「減災」という語では0件、「生活科」

という語では1件、「社会科」という語では8件の学

校日記があったが、防災・減災教育に関連しているも

のはなかった。次に、聖賢小学校創立100周年記念誌

では、当時の学校長、PTA会長などのことばにおいて、

室戸台風により大勢の命が失われたという記述があ

った。また、室戸台風に関して詳しく記された記事で

は、室戸台風の概要、室戸台風による校舎倒壊に巻き

込まれた卒業生の話が記されていた。しかしながら、

自然災害伝承碑と防災・減災教育の結びつきがわかる

明確なものはなかった。 

 以上から、校内に自然災害伝承碑がある小学校での

伝承碑と防災・減災教育との結びつきについて、学校

第5図 大阪市立小学校ホームページにおける防災・減災につながるページや配布文章等の分布 
「ハザードマップポータルサイト」（国土地理院）をもとに筆者作成 
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ホームページもしくは記念誌に、自然災害伝承碑の自

然災害に関する記述等がみられたが、明確に結びつき

があるとはいえない。しかしながら、防災・減災教育

に自然災害伝承碑を活用することはできよう。 

 

Ⅳ．おわりに 

本稿では、小学校生活科および社会科の教科書と大

阪市教育委員会作成の「子どもの安全を守るための防

災・減災指導の手引き」、大阪市立小学校の学校ホー

ムページ、校内に自然災害伝承碑がある大阪市立小学

校の記念誌を調査し、小学校の教科書における防災・

減災の取り扱いと大阪市における取り組みの実態を

明らかにすることを目的に研究を行った。主な成果は

次の3点にまとめることができる。 

 第一に、生活科や社会科の教科書での各学年におけ

る防災・減災の取り扱われ方を整理したことである。

小学校の生活科、社会科の教科書において、自然災害

や防災・減災に関する記述・図版が多くみられ、防災・

減災と直接的に関連しているのは、第4学年、第5学

年である。また、直接的に関連していなくても、第1

学年から第6学年の全学年において、生活科、社会科

の教科書に防災・減災とつなげられる記述・図版がみ

られたことから、生活科、社会科では、全学年を通し

て防災・減災教育を進めることができると明らかにす

ることができた。 

 第二に、「子どもの安全を守るための防災・減災指

導の手引き」から、大阪市立小学校での防災・減災教

育の取り組みを明らかにしたことである。「子どもの

安全を守るための防災・減災指導の手引き」には、こ

れまでとこれから想定される自然災害や、大阪市での

主な災害対策、災害時の学校園の役割、事故・災害発

生時の心のケア、防災・減災教育のあり方、発達段階・

学年に応じた防災・減災教育のモデルカリキュラムが

示されている。モデルカリキュラムは、生活科や社会

科はもちろん、ほとんどの教科における防災・減災と

関連させた授業モデルが作成されており、それぞれの

目標やねらい、留意点などが示されていた。 

 第三に、大阪市内にある大阪市立小学校のホームペ

ージから、防災・減災に関する内容のページや配布文

書等を分析し、その結果を地図上で表し、洪水、高潮、

津波のハザードマップと重ね合わせて、傾向を明らか

にすることができた。「大雨による河川増水（氾濫）

時の措置について」の文書がホームページ上で公開さ

れている小学校は、国土地理院のハザードマップポー

タルサイトの洪水ハザードマップにおいて、学校や校

区で浸水が想定されている小学校、もしくは大阪市の

水害ハザードマップにおいて、学校や校区で内水氾濫

が想定されている小学校であると明らかにすること

ができた。 

 今後の展望として、校内に自然災害伝承碑がある小

学校3校での伝承碑と防災・減災教育との結びつきに

ついて、本稿での研究において明らかにすることがで

きなかったため、実際に小学校を訪問し、自然災害伝

承碑と防災・減災教育との結びつきについて聞き取り

調査を行うなどの必要があることが挙げられる。本研

究で明らかになったことをふまえて、どのような授業

ができるのかについても考察を行っていきたい。 
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